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  以下、本稿では次のように議論を進めていく。第 2 節では、本研究の定量分析に使用し









２．１  ダイナミック・マイクロシミュレーション 
  PENMOD モデルは、 マイクロシミュレーションのうちダイナミック・マイクロシミュレ
ーションにより年金分析を行う。ダイナミック・マイクロシミュレーションは、個票に時
間を追った変化を与える推計方法であり、年金分析では個票の現役期間における保険料の





                                                  























 第 1 に 20 歳サンプルの追加であり、当該年に新たに 20 歳になった個票を追加する。第















                                                  
3  諸外国における最近時のマイクロシミュレーション研究の動向については、Harding and Gupta 
























＝ ＝ ＝    図  １    ＝ ＝ ＝  
 
２．２  使用データ 
  わが国には個人の長期にわたる就業状態や公的年金保険への加入状況を個票ベースで捉
えたパネルデータが存在しない。 そこで次善の策として、 PENMOD モデルでは疑似パネル
データを作成してこれを用いた。例えば、2009 年に 65 歳となり引退する者は、20 歳であ












第 1 に各年の疑似個票の作成である。 国民年金と厚生年金の被保険者データについては、
社会保険庁『事業年報』 （各年版）から採録した。この資料からは 1961 年度から 2004 年度
における男女別・年齢 5 歳階級別の被保険者数がえられる。標準報酬階級別の被保険者数










2004 年時点の国民年金、 厚生年金の既裁定者データについては、 社会保険庁 『事業年報  16
年度』から採録した。老齢年金、通算老齢年金、遺族年金、障害年金などの年金種別に、
男女別、年齢別の年金受給者数と平均年金額が得られるので、これらの集計量データをサ
ンプルの目標サイズである 5 万分の 1 に合わせて区分ごとに複製し疑似サンプルを作成し
た。これらの疑似サンプルはダイナミック・マイクロシミュレーションにおける受給記録
ループに用いる。 
  PENMOD モデルにおいて最も重要なライフイベントは、 就業状態の変化である。 現役世
代は、年金の加入タイプ別に、就業している 1 号（自営など） 、2 号（会社員、公務員） 、未








る遷移確率は、厚生労働省（2002） 『就業構造基本調査  14 年度』をもとに作成した。過
去 1 年以内の就業状態の異動に関して従業上の地位や雇用形態別にデータを得られるので、
これを公的年金における加入種別に分類し直したうえで、それぞれ区分における前年から
                                                  
5  データセットの目標サイズを日本人口の 5 万分の 1 サンプルとして、区分ごとのデータをこれに合わせ
て調整した。例えば、男性 40 歳のうち厚生年金の被保険者数が 55 万人存在した場合には、データセット









３．１  基礎年金の税方式化 
・政策シナリオの考え方 

























                                                  
6  就業タイプの変化については統計からわかるものの、同一の就業タイプにおいて年次を経るなかで賃金
水準の相対的な位置がどのように変化するかについては、わが国には統計データが存在しない。そこで
















会議報告における 「ケース B  過去の保険料未納期間に応じて減額」 という移行パターンで
あろう。ケース B は、税方式の導入前の加入期間については従来方式を存続させ、税方式
の導入後の加入期間についてのみ新方式を適用するというものである。例えば、現役期間


















                                                  
7  社会保障国民会議によるケース C のシミュレーション結果。一種の清算方式である。税方式に移行する






  PENMOD モデルを用いた政策シミュレーションでは、2005 年から税方式に移行するシ
ナリオを定量的に検討した。これによると当初の 30 年間については、基礎年金の支給額の
ほとんどが過去期間に対応したものであり、40 年後に至ってようやく過去期間と将来期間
に対応した年金支給が半分ずつになる。 過去期間に対応した年金支給の 1/2 については、 現
行制度においても国庫負担とされるので、 制度移行に伴う追加的負担は残りの 1/2 相当額で





＝ ＝ ＝    図  ３    ＝ ＝ ＝  
 
＝ ＝ ＝    図  ４    ＝ ＝ ＝  
 
・政策シミュレーション（クローバック） 







入 1 万円の増加ごとに基礎年金を 0.25%ずつ減額しても10、基礎年金全体の抑制率は 1.3%
に過ぎず、減額効果がそれほど見込めないという。但し、この抑制率は相当変化するもの









10 年収が 1,000 万円を超過すると基礎年金の全額がカットされる。 
11 この場合には、年収が 500 万円を超過すると基礎年金の全額がカットされる。 10 
 
の違いに応じて年金の支給条件を変化させる分析に適している。政策シミュレーションの
シナリオ条件は、 年金月額が 16.6 万円 （平均的サラリーマンの年金受取額に相当する水準）
を超過すると従来年金の 1 万円の増加につき 0.89 万円だけ基礎年金への負担を減額するシ
ナリオ１と、年金月額が 13.3 万円（基礎年金の 2 倍に相当する水準）を超過すると従来年
金 1 万円の増加につき 0.6 万円だけ基礎年金への負担を減額するシナリオ 2 という 2 つの
シナリオを考えた。いずれのシナリオにおいても年金額が 23.9 万円では基礎年金のすべて






＝ ＝ ＝    図  ５    ＝ ＝ ＝  
 




徐々に増加していく。税負担の削減率をみていくと、そのピークはシナリオ 1 では 4.8%
（2030 年） 、シナリオ 2 では 12.2%（2034 年）となっている。2040 年代にかけて削減率
が低下する理由は、現在の若年世代における所得の伸び悩みが年金支給額の減少をもたら
すからである。基礎年金の大部分が制度移行後の加入期間に基づく 2050 年代の削減率は、
シナリオ１では 2%程度、 シナリオ 2 では 7%程度である。 クローバックの導入により 2%-7%
程度の税負担の削減が期待できるが、10%以上の節約は期待薄であることが示唆される。 
 
＝ ＝ ＝    図  ７    ＝ ＝ ＝  
 
＝ ＝ ＝    図  ８    ＝ ＝ ＝  
 
３．２  スウェーデン方式の導入 
・政策シナリオの考え方 
  概念上の拠出建て（NDC: Non-Financial Defined Contribution）とは、日本ではスウェ
ーデン方式として知られる新しいタイプの年金制度である。強制加入型の所得比例年金な
ので 2 階部分の改革案である。NDC 方式の基本となる考え方は、その運営において全体で
は強制加入かつ賦課方式という従来型の年金でありながら、個人ごとには個人会計が設定
                                                  
12  年金テストの適用水準を低下させるとクローバック額が納税額を上回り、所得税を利用した取り戻し





そのメリットは以下のとおりである。第 1 に透明性の向上である。NDC 方式では、納付し
た保険料を個人会計において見なし運用するので、国民からみると自らが負担した保険料








  PENMOD モデルを用いた政策シミュレーションでは、各界における議論を参考として、
以下のような制度条件を設定した。第 1 に見なし運用方式に基づく所得比例年金を創設す
る。所得に対する保険料率は 15％として、納付保険料に賃金上昇率並み（2.1％）の運用利
回りを適用して仮想積立を行う。 年金支給額は見なし運用総額を 65 歳時点の平均余命 （20.7
年） で除して算出する。 国民年金の加入者からは、 現状どおりの定額保険料 （月額 1.5 万円）
を徴収して仮想運用する。第 2 に月額 7 万円の最低保障年金を創設し、税方式により運営
する。所得比例年金がゼロの者には最低保障年金の全額を保障するが、所得比例年金の上
昇 1 万円ごとに 0.5 万円だけ減額させ、所得比例年金が月額 14 万円以上になると最低保障
年金は消失する仕組みとする。第 3 に、NDC 方式の導入年次は 2010 年とし、移行方法は





＝ ＝ ＝    図  ９    ＝ ＝ ＝  
 
＝ ＝ ＝    図  １ ０    ＝ ＝ ＝  
 
・政策シミュレーション（所得比例年金と最低保障年金） 
  新たな所得比例年金は現行方式の 1 階部分を取り込むものなので、その支給額は制度移
行から 10 年後になるとすばやく増加を開始し、50 年後に所得比例年金が 2 階部分の太宗
を占めた段階では、現行の報酬比例年金の支給総額を 50%ほど上回ることになる。一方、
新たな最低保障年金については、支給額は低位で推移して 50 年度には現行の基礎年金を
                                                  
13  当初の引退者は所得比例年金の支給額が少ないので、これに応じて最低保障年金を減額させた。 12 
 
30％ほど下回ることになる。所得比例年金と最低保障年金を合計した給付総額に関しては、




＝ ＝ ＝    図  １ １    ＝ ＝ ＝  
 
＝ ＝ ＝    図  １ ２    ＝ ＝ ＝  
 
・政策シミュレーション（世代ごとの年金総額） 
  1950 年生まれ、 1970 年生まれ、 1990 年生まれという３つの世代が受け取る年金総額 （名
目額）が、NDC 方式の導入によりどのように変化するかを見ていく。現行制度においては
1950 年生まれ 82.2 兆円、 1970 年生まれ 95.6 兆円、 1990 年生まれ 86.4 兆円と推計される。
これが NDC 方式の導入により、1950 年生まれ 82.0 兆円（-0.3%） 、1970 年生まれ 103.3
兆円（+8.1%） 、1990 年生まれ 89.9 兆円（+4.0%）に変化する。NDC 方式に移行してもそ
れまでに現役期間の大部分を過ごした 1950 年生まれが受け取る年金の大部分は、 旧方式に
基づくので制度移行に伴う年金受取額には変化がないが、1970 年生まれでは年金額の約






＝ ＝ ＝    表  １    ＝ ＝ ＝  
 
＝ ＝ ＝    図  １ ３    ＝ ＝ ＝  
 















スウェーデン方式とは、現行年金の 1 階部分を最低保障年金、2 階部分を所得比例年金に
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注 2：1 号自営、2 号会社員といった就業している者に関しては、翌年にかけて継続、転職、
離職という 3 つ種類の就業状態の変化のタイプが設定される。1 号非就業、3 号専業
主婦の場合、1 号もしくは 2 号への就職ないし非就業状態の継続という 3 つの種類の
変化のタイプを設定する。 
  





 1号 ( 非就業) 
 3号 ( 専業主婦) 
1 号 
(自営等) 
継続  転職  就職 
2 号 
(会社員・公務員) 
継続  転職  就職 離職  非就業 17 
 
































































過去期間 Before 2005 将来期間 After 200518 
 
















注 2：モデル個人（平均月給 36 万円）の場合、基礎年金 6.5 万円、報酬比例年金 10.1

















注 2：シナリオ１は、年金月額が 16.6 万円を超えるに従い国庫負担を徐々に減額する 






























































































仮想的な運用利回り 2.2％、物価上昇率 1.0％で算出。 
注 2：モデル個人（平均月給 36 万円）の場合、所得比例年金 18.7 万円の年金を受け取
る。旧国民年金加入者については、定額保険料（月額 1.5 万円）の運用益に応じ
て、所得比例年金 4.0 万円を受け取る。 
 
 















注 2：所得比例年金がゼロの場合には、最低保障年金は月額 7 万円、所得比例年金が月




















旧国民年金  旧厚生年金 21 
 





注 3：所得比例とは、NDC 方式の導入後の所得比例年金の推移 
 








































































































































































1950 - current DB 41,552 40,634 82,185 1.00
1970 - current DB 49,275 46,321 95,596 1.00
1990 - current DB 43,965 42,434 86,398 1.00
1950 - new NDC 37,715 37,611 3,266 3,365 81,957 1.00
1970 - new NDC 23,406 19,238 18,469 42,232 103,345 1.08
1990 - new NDC 363 120 21,910 67,468 89,861 1.04
1950 - new NDC 46.0% 45.9% 4.0% 4.1% 100.0%
1970 - new NDC 22.6% 18.6% 17.9% 40.9% 100.0%
1990 - new NDC 0.4% 0.1% 24.4% 75.1% 100.0%